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ここ どど もも ・・ 若若 者者 政政 策策  
１１  「「ささががみみははらら  子子どどもも・・若若者者応応援援ププラランン」」のの進進行行管管理理  

 子ども・子育て支援法に基づく｢市町村子ども・子育て支援事業計画｣として令和6年度に策定した｢さがみは

ら 子ども・若者応援プラン｣について、全ての子ども・若者が将来に夢と希望を持つことができ、誰もが子ど

もを産み育てやすく、子どもを育てる喜びを感じられるよう、関連する事業の進行管理を実施した。 

 この計画は、次代のさがみはらを担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境の整備を推進するための方向性

や目標を定めたものであり、計画の推進に当たっては、市民や学識経験者、関係団体の代表者19名で構成する

｢相模原市子ども・子育て会議｣において、実施状況の把握・点検・評価等を行う。 

 

２２  子子どどもも・・若若者者未未来来基基金金  

 子ども・若者の将来がその生まれ育った環境によって左右されることがないよう、子育て支援や若者の自立

支援などを長期的・安定的に進めるための財源とする。 

（（１１））条条 例例 名名 相模原市子ども・若者未来基金条例 

（（２２））基基 金金 のの 額額 487,710,162円 (令和8年3月31日現在) 

（（３３））基基金金のの使使途途 子ども及び若者の育成支援並びに子育て支援に関する事業 

 

３３  児児童童福福祉祉施施設設等等指指導導監監査査 

（（１１））児児童童福福祉祉施施設設（（家家庭庭的的保保育育事事業業等等））及及びび特特定定教教育育・・保保育育施施設設（（特特定定地地域域型型保保育育事事業業者者））  

ア 指導監査の目的 

 本市所管の児童福祉施設等(障害児に係るものを除く)の運営の適正を確保することを通じて、児童福祉

施設等の利用者の福祉の維持及び向上を主な目的とし、施設管理、利用者への処遇内容及び会計処理等に

ついて定期的な立入調査等を行い、適正に運営されているかを確認し、必要な助言や指導等を行う。また、

特定教育・保育施設等に該当する施設等については、特定教育・保育等の質の確保並びに施設型給付費等

の支給の適正化を図るため必要な助言や指導を行う。 

イ 指導監査実施施設等(定期)                     (令和8年3月31日現在) 

区  分 対象件数 実施件数 

児童福祉施設 

児童養護施設 2 2 

乳児院 1 1 

母子生活支援施設 1 1 

 小 計 4 4 

児童福祉施設 

(特定教育・保育施設) 

公立保育所 22 22 

私立保育所 72 72 

公立幼保連携型認定こども園 2 2 

私立幼保連携型認定こども園 41 41 

私立保育所型認定こども園 8 8 

 小 計 145 145 

家庭的保育事業等 

(特定地域型保育事業

者) 

家庭的保育事業 0 0 

事業所内保育事業 2 2 

小規模保育事業 37 37 

 小 計 39 39 

特定教育・保育施設 

幼稚園型認定こども園 3 3 

給付型幼稚園 2 2 

 小 計 5 5 

 合 計 193 193 
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ウ 指導監査の区分及び実績                              (令和7年度) 

児童福
祉施設
等 

区  分 指導監査の内容等 実施件数 

一般指

導監査 

定期指導監査 所管する施設等を対象に、原則として毎年実地で行う。 188 

臨時指導監査 対象施設等の運営等に問題が生じた場合等に、随時行う。 0 

特別指導監査 
一般指導監査の結果及びその他の状況から、特に重点的な指
導が必要と認められた場合に行う。 

1 

特定教

育・保

育施設

等 

実地 
指導 

定期実地指導 定期指導監査と併せて実施し、定期指導監査と同様に行う。 189 

臨時実地指導 特に実地指導を要すると認められる場合、随時行う。 0 

監 査 
児童の生命等への重大な被害や悪質な不正が疑われる情報
等を踏まえ、特に必要があると認める場合に行う。 

2 

（（２２））認認可可外外保保育育施施設設指指導導監監督督等等  

ア 指導監督等の目的 

 認可外保育施設の運営状況について毎年立入調査等を行い、利用者に保育サービスが適正に提供されて

いるかを確認し、必要な助言や指導等を行う。また、特定子ども・子育て支援施設等として、特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準を遵守させ、施設等利用費の支給事務の適正性を確保するため必要

な助言や指導を行う。 

イ 指導監督実施施設(定期)                                                (令和8年3月31日現在)  

区  分 施設の内容 対象件数 実施件数 

事業所内 
保育施設 

院内保育施設 医療関係事業所の労働者等の乳幼児を保育する施設 12 12 

その他 院内保育施設以外の事業所内保育施設 17 17 

小 計 29 29 

他の認可外 
保育施設 

認定保育室 
市が定めた保育内容や施設基準などの条件を満たし
ている施設 

14 14 

その他 認定保育室以外の認可外保育施設 9 9 

小 計 23 23 

 合 計 52 52 

ウ 指導監督等の区分及び実績                              (令和7年度) 

区  分 指導監督の内容等 実施件数 

認
可
外
保
育
施
設 

一般指
導監督 

定期立入調査 すべての施設を対象に、原則として毎年実地で行う。 52 

臨時立入調査 
重点的かつ緊急的な指導が必要と認めた場合に、随時実地
で行う。 

0 

特別指導監督 
一般指導監督の結果及びその他の状況から､特に重点的な指
導が必要と認められた場合に行う。 

1 

特
定
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
施
設
等 

監 査 
運営基準への著しい違反、施設等利用費の不当請求、意図的
な隠ぺい等の悪質な不正が疑われる場合等に行う。 

1 
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ここ どど もも のの 居居 場場 所所  
１１  児児童童厚厚生生施施設設  

 児童厚生施設とは、健全な遊びを通して、児童の健康を増進し、情操を豊かにするなど、児童の健全育成に

関する総合的な機能を有する児童福祉法に定められた施設のことである。 

（（１１））ここどどももセセンンタターー  

 児童館としての機能、地域における健全育成活動をより一層高める機能、放課後児童健全育成事業(児童

クラブ)としての機能を基本的機能として設置する。 

設置年度別の設置状況 24館                           (令和8年4月1日現在) 

 令和2年3月策定の｢相模原市一般公共建築物長寿命化計画｣(令和2年度～11年度)において、こどもセンターは、

計画的保全建築物として位置付けられ、計画的に改修工事等を行う。令和8年度は、中規模改修工事(大島)、長寿

命化改修工事に係る実施設計(上溝南)、長寿命化改修工事に係る基本設計(鶴園中和田)。 

（（２２））児児童童館館  

 児童に健全な遊びを与え、その健康を増進するとともに情操を豊かにし、青少年の健全育成を図ること

を目的とする。 設置状況 24館(令和8年4月1日現在)(津久井中央児童室を含む) 

※ 児童館機能のある場として、津久井生涯学習センターにおいて、平成28年度から津久井中央児童室を

開設している。 

 

２２  放放課課後後児児童童健健全全育育成成事事業業（（児児童童ククララブブ））  

 放課後、帰宅しても保護者が就労等のために家庭にいない原則小学校低学年(1～3年生)の児童に対し、遊び

や生活の場を与えて、その健全な育成を図ることを目的とする。 

（（１１））市市立立児児童童ククララブブ設設置置状状況況（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））  

 施設数：67施設(こどもセンター併設型 24施設、独立施設型 28施設、余裕教室型 15施設)  

 入会児童数：6,198人 

※ 民間児童クラブは58施設(入会児童数は1,663人) 

（（２２））市市立立児児童童ククララブブ対対象象年年齢齢拡拡大大実実施施状状況況（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））  

 小学校4年生以上の受け入れを行う児童クラブを拡充した。 

 4年生まで 施設数：27施設(旭、九沢、広陵、作の口、当麻田、二本松、広田、小山、向陽、清新、田名、 

光が丘、淵野辺東、大沼、鹿島台、上鶴間、くぬぎ台、桜台、相武台、東林、 

双葉、緑台、谷口、谷口台、夢の丘、若草、もえぎ台) 

 6年生まで 施設数：9施設(桂北、千木良、内郷、中野、根小屋、串川、津久井中央、藤野、藤野南) 

 

３３  ここどどももセセンンタターー子子育育てて広広場場事事業業  

 こどもセンターを活用し、乳幼児(0～3歳)をもつ親が気軽に集える場を設置し、地域における子育て支援を

行う。また、当該事業を段階的に拡充し、地域子育て支援拠点事業連携型(週3～5回、1日3時間)と位置付け、

こどもセンターで実施する。運営は、地域の子育て経験者などで組織する実行委員会に委託する。 

 

年度 施設名 年度 施設名 年度 施設名 年度 施設名 

平成5 二本松・相模台・星が丘 平成10 上鶴間 平成15 新磯 平成20 横山 

平成6 橋本※・並木・大野北 平成11 － 平成16 相武台 平成21 陽光台 

平成7 上溝南・向陽 平成12 麻溝 平成17 － 
※ 橋本は令和1に移転整備 

平成8 鶴園中和田・大沼 平成13 田名 平成18 大野南・城山 

平成9 清新・鹿島台・大島 平成14 富士見 平成19 大野台 
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※ 地域子育て支援拠点事業へ移行：富士見・橋本・大野南・鶴園中和田・大野台・横山・大野北・大島・大

沼・相武台・並木・陽光台・田名・星が丘・上鶴間・鹿島台 

令和8年度実施場所(こどもセンター) 

鶴園中和田 大野台 相武台 上鶴間 富士見 橋本 

並木 鹿島台 大野南 向陽 横山 大島 

清新 大沼 大野北 陽光台 田名 星が丘 

相模台 二本松 城山 

 

４４  子子どどもものの広広場場へへのの補補助助事事業業  

 自治会等が主体となって設置する子どもの広場に対し、整備に要する経費の一部を補助する。 

(補助率1/2 限度額 30万円)  ※ 子どもの広場設置状況 広場数69箇所(令和8年4月1日現在) 

 

５５  児児童童遊遊園園のの設設置置  

 児童に健全な遊びを通して、その健康を増進し、健やかに成長することを目的とする。 

 設置状況  34箇所(令和8年4月1日現在)   設置遊具    ブランコ、すべり台、鉄棒等 

 

６６  放放課課後後子子どどもも教教室室事事業業のの推推進進  

 放課後における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりのため、｢放課後子ども教室推進事業｣と｢放課後

児童健全育成事業(児童クラブ)｣を連携して、総合的な放課後対策事業を実施する。 

（（１１））放放課課後後子子どどもも教教室室事事業業（（教教室室実実施施型型））のの運運営営（（ささががみみっっ子子ククララブブ））  

 学校施設を放課後の子ども達の安全で安心な居場所とし、子ども達が自主的にのびのびと遊べる場所とし

て活用する。 

 設置校  根小屋小、光が丘小、中央小、谷口台小 

（（２２））放放課課後後子子どどもも教教室室事事業業（（事事業業実実施施型型））のの運運営営  

 こどもセンター及び児童館において、放課後子ども教室事業を実施する。 

 

【【ここどどもも施施設設課課】】  
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青青少少年年学学習習セセンンタターー  
１１  概概要要  

 青少年に交流と活動の場を提供するとともに、青少年団体の研修、交流、青少年団体指導者の養成及び青少

年の出会いとコミュニケーションを目的とした各種の自主事業を実施し、青少年の健全な育成を図るための施

設である。また、通年開館をしており、青少年活動に支障がない場合は、一般の方々も利用ができる。 

・ 開所 平成11年4月20日  ・ 建築年 昭和45年1月25日 

・ 敷地面積 4,505.86㎡   ・ 延床面積 1,690.01㎡ 

・ 建物 鉄筋コンクリート3階建(ＪＲ横浜線矢部駅下車徒歩3分) 

・ 施設内容 1階 事務室、ロビー、ホール(250人) 

2階 大会議室(54人)、音楽室(30人)、和室(30人)、青少年団体室(24人) 

3階 中会議室(36人)、講習室(30人)、小会議室1(18人)、小会議室2(14人) 

・ 利用できる団体 

ア 青少年団体(構成員が10人以上で、市内在住か在勤、在学者が2/3以上、かつ青少年の割合が2/3以上であ

る団体) ※ 青少年…小学校就学年齢に達した児童から満30歳までの者 

イ 一般団体(ア以外で市長が適当と認めた団体) 

 

２２  施施設設利利用用状状況況                           (令和7年度) 

開所日数 総利用件数 総利用者数 青少年利用件数 青少年利用者数 

347(日) 4,301(件) 74,248(人) 2,318(件) 41,924(人) 

 

３３  利利用用登登録録団団体体数数               (令和8年3月31日現在 単位：団体数)  

青少年団体 青少年育成団体 社会教育関係団体 一般団体 

111 5 0 113 

 

４４  令令和和７７年年度度事事業業実実績績  

（（１１））学学級級・・講講座座  

事 業 名 内 容 ・ 期 日 参加人数 

小学生講座｢子どもサイエンスフェスティ
バル｣(県青少年センターとの共催) 

科学の実験や工作など 
令和8年1月31日 

226人 

小中学生講座｢コーラスワークショップ｣ 
合唱の入門講座 
令和7年4月26日～4月27日 

 17人 

（（２２））講講習習会会・・研研修修会会  

事 業 名 内 容 ・ 期 日 参加人数 

ジュニア・リーダー養成研修会 
子ども会の会員を対象として実施 
令和7年5月1日～令和8年3月31日 

93人 
(修了者) 

鼓笛ジュニア・リーダー養成講習会 
基礎知識、パート演奏技術の習得 
令和7年5月1日～令和8年3月31日 

 16人 
(修了者) 

子ども会育成者研修会 
子ども会活動、安全共済会などの説明 
令和8年3月1日 

 17人 

 

 

 

― 343 ―



- 344 - 

 

（（３３））大大会会・・つつどどいい・・そそのの他他のの事事業業  

事 業 名 内 容 ・ 期 日 参加人数等 

市民桜まつりチビッ子広場 
子どもたちが遊びながら手作りの楽しさや参加する喜びを
体験する機会を提供した。 令和7年4月5日～6日 

10,297人 

子ども会交歓スポーツレクリ
エーションフェスティバル 

スポーツ、レクリエーションを通して心身ともに健全な青少
年の育成を図るとともに、子ども会相互の親睦と子ども会活
動の発展を図った。 令和7年5月24日 

1,029人 

銀河連邦子ども留学交流 
銀河連邦共和国の代表が一堂に会し、体験交流を行った。 
令和7年7月30日～8月1日 
開催国：ノシロ共和国(秋田県能代市) 

   4人 
(小学5年生) 

ｙフェスティバル 
青少年学習センターを利用している青少年団体による活動
発表。 
令和7年9月21日(青少年学習センター) 

350人 

自習室開放(学習のひろば) 

青少年の自習の場として青少年学習センターの一室を夏期・
冬季で開放。 
令和7年7月24日～令和7年8月25日 
令和7年12月23日～令和8年1月9日 

 93人 

親子ふれあいの広場 
親と子がふれ合い、非日常の中で愛情を深める。 
令和7年10月5日(淵野辺公園) 

2,000人 

第45回ドリル大会 
市内鼓笛バンドのドリル演奏。 
令和7年11月16日(相模原ギオンアリーナ) 

1,000人 

第58回鼓笛まつり 
鼓笛ジュニア・リーダー養成講習会の修了証授与及び演奏・
演技。 
令和8年3月15日(相模原市民会館) 

1,250人 

少年少女合唱団 
第58回定期演奏会 

少年少女合唱団の合唱の発表。 
令和8年3月22日(青少年学習センター) 

  100人 

あそびの学校 

あそびを通して、子ども同士のつながりを深めるもの。 
① 令和7年8月3日 ｢きもだめし｣ 
② 令和7年11月16日｢やきいも｣ 
③ 令和8年3月15日 ｢スペシャル～なぞときミッション～｣ 

3回延べ60人 
① 30人 
② 24人 
③ 6人 

さがみはら大学生チャレンジ
応援事業 

｢相模原の地域資源｣を活用した青少年ならではの独創的な
取組みに補助金を交付した。 

5団体採択 

青少年音楽祭事業 
(SAGAMIHARA ROCK FESTIVAL) 

青少年で構成される軽音楽バンドが、日頃の練習の成果を発
表する場として音楽祭を開催した。 
令和8年2月1日(相模原市民会館) 

出演13バンド 
来場350人 

はたちのつどい 
令和8年1月12日に3区で開催(ほねごり杜のホールはしもと、
相模原市民会館、相模女子大学グリーンホール)。 

対象者7,029人
のうち、4,477

人 
(63.7％) 

冒険遊び場事業 

① 銀河の森プレイパーク 
キャンプ淵野辺留保地 Yゾーンにおいて開催。開催日数 
115日。 
② プレイリーダー養成講座 
遊び場をコーディネートするプレイリーダーを養成する講
座を開催した。 
③ 出張プレイパーク 
日時：令和7年7月13日 場所：相模原麻溝公園 芝生広場 
日時：令和8年2月15日 場所：城山公園 花の苑池 

① 延べ7,565
人 

② 修了者10
名 

③ 260人 
200人 

子どもの遊び場事業 

遊びを通じた子どもたちの健やかな成長を図るとともに、乳
幼児のいる子育て家庭の孤立化を防ぐため、移動式の子ども
の遊び場事業を展開し、子育て家庭への負担軽減や支援の充
実を図った。 

合計 
12回 
583組/1,430人 

 

５５  子子どどもものの権権利利推推進進事事業業  

（（１１））子子どどもものの権権利利条条例例のの周周知知  

 学校を通じて学習用パンフレットを小学4年生、中学1年生に配布したほか、保護者向けリーフレットを小

学1年生、小学4年生、中学1年生の保護者に配布した。 
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（（２２））子子どどもものの権権利利相相談談室室  

 子どもの権利条例に基づく、子どもの権利侵害に関する相談・救済の窓口として、平成27年11月に｢さがみ

はら子どもの権利相談室｣を開設し、子どもの権利救済委員3名、子どもの権利相談員4名により相談支援を

行った。 

 開設場所  青少年学習センター内 

 相談日時  月曜日～金曜日 午後1時～午後8時  土曜日 午前10時～午後5時 

※ 祝日と年末年始、青少年学習センターの休所日は休み。 

 

 実  績   

 

 周知活動  さがみはら子どもの権利相談室活動状況報告書の発行 

さがみみレター(小学生用・中高生用)の発行(年2回) 

さがみみ周知用ポスター(クラス掲示用)の発行 

さがみはら子どもの権利の日のつどい開催(令和8年11月22日) 

 

６６  青青少少年年関関係係団団体体                             (令和8年3月31日現在)  

団  体  名 内    容 

相模原市子ども会育成連絡協議会 

相模原市少年鼓笛バンド連盟 

相模原市少年少女合唱団育成会 

相模原スカウト連絡協議会 

子ども会及び育成会の連絡協議組織。9地区 91単位 5,635人 

市内の少年鼓笛隊で組織。11隊 約120人 

少年少女合唱団の保護者で組織。団員10人 

市内のボーイスカウト・ガールスカウトで組織。 

ボーイスカウト7団、ガールスカウト2団 計539人 

  

７７  青青少少年年問問題題協協議議会会  

 地方青少年問題協議会法に基づき、青少年の指導、育成、保護及び矯正に関して連絡調整を図ること及び、

いじめ防止対策推進法に基づきいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図ることを目的に設置してい

る。委員数は22人で、任期は2年である。 

（（１１））令令和和７７年年度度開開催催状状況況  

 7月18日  いじめ防止等に関する施策と取組について 

ＳＮＳ等に関するいじめ問題について 

青少年健全育成啓発リーフレットの改定について 

（（２２））青青少少年年健健全全育育成成啓啓発発リリーーフフレレッットトのの作作成成  

 25,000枚作成 

 令和3年度から青少年健全育成啓発リーフレットと統合し、学校を通じて小学1年生、小学5年生、中学1年

生の保護者に配布した。 

 

８８  社社会会環環境境健健全全化化活活動動  

 青少年を取り巻く社会環境の健全化を推進するため、社会環境実態調査を実施する。 

 実施内容は次のとおり。 

（（１１））内内容容  

 青少年の健全な育成に対して大きな影響を与えている各種営業店舗について、青少年指導委員など地域住

民と連携し、神奈川県青少年保護育成条例の遵守及び自主規制の状況を調査した。 

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

相談件数 95 177 218 
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（（２２））令令和和７７年年度度実実施施状状況況  

 ｢カラオケボックス｣及び｢図書類取扱店｣を調査した。 

 

９９  青青少少年年健健全全育育成成組組織織  

 公民館区内の青少年関係団体が地域ぐるみで青少年健全育成活動を効果的に行うために相互に連絡協調し、

青少年健全育成に関する調査研究することを目的として協議会を設置し、広報紙の発行、講演会の開催、パト

ロール、地域･子どもふれあい事業など啓発活動や諸事業を展開している。 

 また、各地区協議会の連携を図るため、相模原市青少年健全育成組織連絡協議会を組織している。 

 

1100  青青少少年年指指導導委委員員  

 相模原市青少年指導委員に関する規則に基づき、非常勤特別職として委嘱している。併せて、神奈川県青少

年指導員としても知事より委嘱を受ける。地域社会における青少年活動を推進するために、青少年団体の指導

及び育成、青少年の地域社会における生活環境の向上を図るなどの活動を行っている。※ 令和2年度に｢青少

年指導員｣から｢青少年指導委員｣に改称。 

 令和8年4月1日現在  179名(定数：248名、任期：2年) 

 

1111  子子どどもも若若者者育育成成支支援援推推進進事事業業  

 社会情勢の変化の中で、様々な状況におかれる子どもや若者を支援するため、子ども・若者支援協議会の開

催、子どもの居場所創設サポート事業、大学生等未来応援事業を実施した。 

（（１１））子子どどもも・・若若者者支支援援協協議議会会 

 構成員は、相模原市、学校、民生委員・児童委員、県警本部、保護司、就職支援センター、公共職業安

定所、困難を抱える子ども・若者を支援するＮＰＯ法人等。 

 代表者会議 1回 令和8年2月12日開催 

 実務者会議 1回 令和7年12月1日開催 

 リーフレットの配布 6,000部 

（（２２））子子どどもものの居居場場所所創創設設ササポポーートト事事業業  

 地域主体の子ども食堂や無料学習支援の活動に対し、活動しやすい環境づくりを進めた。 

                              (各年度3月31日現在) 

年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

子ども食堂 48箇所 52箇所 52箇所 61箇所 

無料学習支援 40箇所 39箇所 48箇所 52箇所 

（（３３））大大学学生生等等未未来来応応援援事事業業  

 市内の大学等在学者及び本市在住の大学生等の学生生活を応援するため食材の支援を実施した。 

 令和7年度実施回数：7回 利用者数408人  

 

【【ここどどもも・・若若者者応応援援課課】】  

 

 

    

― 347 ―― 346 ―



- 347 - 

 

保保 育育  
１１  保保育育所所  

（（１１））概概要要  

 本市には、現在公立21園、民間71園、計92園の保育所があり、定員は合計8,174人となっている。 

 令和8年4月1日現在における入所児童数(管外委託を除き、管外受託を含む)は7,065人で、定員に対する

充足率については、86.4％となっている。 

（（２２））設設置置状状況況  

○公立保育所一覧                               (令和8年4月1日現在)  

名称 所在地 定員数 児童数 名称 所在地 定員数 児童数 

麻溝台 南区麻溝台6-25-35 150 129 麻 溝 南区当麻1357-1 130 123 

田  名 中央区田名6229-2 165 139 新 磯 南区磯部1176-13 120 99 

相模原 中央区相模原8-7-5 165 144 相武台 南区新磯野2-39-11 120 86 

東  林 南区相南1-13-17 180 165 城 山 緑区町屋1-18-52 120 89 

大  沼 南区東大沼3-18-20 150 140 串 川 緑区青山975 60 17 

南上溝 中央区上溝1961-1 150 124 青野原 緑区青野原1975-2 30 9 

陽光台 中央区陽光台3-19-1 120 84 津久井中央 緑区三ヶ木932 65 48 

谷  口 南区上鶴間本町4-47-10 135 111 串 川 東 部 緑区根小屋1579-1 60 14 

大  沢 緑区上九沢383-3 120 95 中 野 緑区太井152-1 120 86 

上矢部 中央区矢部新町3-1 125 82 内 郷 緑区寸沢嵐823 30 12 

相  原 緑区相原4-21-6 130 81 

※ 児童数には管外受託児を含む。 

 

○民間保育所一覧                                    (令和8年4月1日現在) 

名称 所在地 定員数 児童数 名称 所在地 定員数 児童数 

すすきの保育園 中央区すすきの町2-6 155 147 あおいそら保育園 南区相模台団地5-8  60  54 

相模保育園 中央区矢部2-7-26 191  90 上鶴間ちとせ保育園 南区上鶴間4-26-4  70  69 

立正保育園＊ 南区南台5-10-26 170 158 げんきっず第2保育園 緑区橋本5-30-23  70  69 

高見保育園 緑区東橋本3-16-9 100  87 アスク橋本保育園 緑区橋本1-3-7  80  91 

せんだん保育園 南区新戸2078-2  70  70 エンゼルハウス保育園＊ 緑区橋本2-6-26  79  75 

ふじ乳児保育園＊ 中央区星が丘1-4-8  60  36 コンビプラザ橋本保育園 緑区西橋本5-2-15 オラリオンサイト共用棟1F  50  46 

上溝保育園 中央区光が丘3-2-1  90  76 マミー保育園相模大野 南区相模大野7-3-3 ブラザービル相模大野3F 108 101 

友愛保育園 中央区水郷田名2-14-68  90  87 レイモンド西橋本保育園 緑区西橋本1-7-1  70  65 

ひよこ保育園＊ 中央区上溝7-5-3 138 146 Gakkenほいくえん東林間 南区東林間1-17-14  60  59 

ふじ第二保育園 中央区上溝350 130 110 げんきっず城山保育園 緑区町屋1-5-14  60  62 

和泉保育園 中央区青葉2-8-2 130 124 すずらん保育園 中央区鹿沼台2-18-6 大谷第一ビル  50  49 

たけの子保育園 中央区小山2-5-9 110  95 にじいろ保育園上鶴間本町 南区上鶴間本町2-6-21  80  73 

くぬぎ台保育園 南区上鶴間3-23-18 103  67 保育園ぐらんでぃーる 中央区東淵野辺2-16-5  60  53 

千代田保育園＊ 中央区千代田4-5-12 180 86 まあむキッズ相模大野南口 南区相模大野7-7-5  60  57 
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名称 所在地 定員数 児童数 名称 所在地 定員数 児童数 

夜間保育所ドリーム 中央区淵野辺1-16-5  30  21 東林間ちとせ保育園 南区東林間7-35-3  65  65 

エンゼル保育園 中央区相模原4-7-14  60  53 こうのとり橋本保育園＊ 緑区橋本6-36-1グラントーレ橋本1階 90 89 

たけの子第2保育園 中央区小山2-7-24  60  66 はらから保育園 中央区淵野辺本町2-25-31 60 57 

星の子保育園 緑区相原2-14-7  90  98 もみじ保育園 上矢部 中央区上矢部1-5-12 60 53 

ひよこ第2保育園 中央区上溝1887-1  80  90 桑の実保育園 中央区田名1580-10 46 44 

マシュマロ保育園 南区相模台2-26-4  50  56 橋本中央保育園 緑区橋本台1-25-17 70 63 

ののはな文京保育園 南区文京1-6-5 160 157 エポック保育園 中央区相模原3-8-8 70 44 

星の子第2保育園 緑区橋本8-27-23  50  48 ハッピーちゃいるど保育園 南区上鶴間6-28-7 PROSPER-K 1階 54 53 

ひよこ第3保育園 南区豊町1-29 120 108 相模大野雲母保育園 南区相模大野7-37-10 60 54 

古淵保育園 南区古淵 3-1-8 160 160 相模原古淵雲母保育園 南区古淵4-2-1 60 57 

ナーサリースクールＴ＆Ｙ南台 南区南台1-4-20  60  55 にじいろ保育園淵野辺 中央区淵野辺5-9-6 70 67 

レイモンド橋本保育園＊ 緑区橋本3-13-1パークスクウェア1階  70  61 明徳かみつるま保育園 南区上鶴間本町4-11-10 60 60 

保育園東林間ジュニアクラブ 南区上鶴間6-6-23  50  55 相模原東林間雲母保育園 南区上鶴間2-7-5 60 49 

大野村いつきの保育園 南区大野台3-15-48  70  66 にじいろ保育園古淵 南区古淵2-17-9 70 65 

保育園アリス 南区上鶴間本町7-9-34  70  79 まなびの森淵野辺わんぱく園 中央区淵野辺4-37-12 ラティブビル1Ｆ 30 35 

RISSHO KID'S きらり＊ 南区相模大野4-5-5Ｄ棟2階  90  90 保育ルームＦｅｌｉｃｅ相模原園 中央区相模原8-5-12 60 53 

げんきっず保育園 緑区橋本8-4-4  80  62 ミラッツ相模原保育園 中央区中央4-5-3 1Ｆ・2Ｆ 75 66 

ふじSunSun保育園＊ 南区上鶴間本町6-4-11 160  89 みらい保育園 南区相模大野8-7-7 悠々 スクアール相模大野1-Ａ 55 50 

小さき花保育園 緑区大島1848-5  60  63 保育園ちびっこはうす 中央区鹿沼台1-13-11 1階 50 46 

あさみどり保育園 南区東林間2-22-6  60  70 ちゅうりっぷ保育園 南区相模大野8-2-7 2.3階 50 51 

星の子第3保育園 緑区相原2-10-19  60  61 りとせ相模大野保育園in 南区相模大野3-14-2 4F 
60 72 

ナーサリースクールＴ＆Ｙこもれびの森 南区西大沼3-5-8  90  85 ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾀﾜｰ相模大野ｸﾛｽ  

※ 児童数には管外受託児を含む。＊印は、分園を含む。 

○保育所の推移                       (各年4月1日現在) 

区分 年 度 施設数 定 員 
入 所 児 童 数 

0歳 1～2歳 3歳以上 計 

公立 

令和6 22 2,475 70 644 1,241 1,955 

令和7 22 2,475 76 621 1,233 1,930 

令和8 21 2,445 77 576 1,224 1,877 

民間 

令和6 72 5,881 349 1,896 3,201 5,446 

令和7 72 5,841 349 1,832 3,165 5,346 

令和8 71 5,729 351 1,769 3,068 5,188 

※ 児童数には管外受託児を含む。 

 

２２  認認定定ここどどもも園園  

（（１１））概概要要  

 本市には、幼保連携型43園(うち公立2園)、幼稚園型25園、保育所型10園、計78園の認定こども園があり、

定員は合計11,009人となっている。 

 令和8年4月1日現在における利用児童数(管外委託を除き、管外受託を含む)は9,223人で、定員に対する充

足率については、83.8％となっている。 

 

― 349 ―― 348 ―



- 349 - 

 

（（２２））設設置置状状況況  

                                       (令和8年4月1日現在) 

類型 区分 名称 所在地 定員数 児童数 

幼保連携型 公立 相模湖こども園 緑区与瀬886-7 120 40 

幼保連携型 公立 ふじのこども園 緑区吉野1030-12 90 51 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 大島幼稚園 緑区大島202-1 216 167 

幼保連携型 民間 認定こども園モモ 南区鵜野森1-21-4 100 90 

幼保連携型 民間 誠心こども園 中央区すすきの町27-38 100 95 

幼保連携型 民間 認定こども園ピノ 南区古淵 1-8-1 80 69 

幼保連携型 民間 認定こども園相模女子大学幼稚部 南区文京2-1-1 325 296 

幼保連携型 民間 認定こども園相模林間幼稚園 南区上鶴間4-2-1 300 284 

幼保連携型 民間 認定こども園相模野幼稚園 緑区二本松3-9-12 276 233 

幼保連携型 民間 愛の園ふちのべこども園＊ 中央区淵野辺1-16-5 315 301 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 星ヶ丘二葉園＊ 中央区星が丘1-16-15 155 130 

幼保連携型 民間 認定こども園 すこやか＊ 中央区横山4-12-14 271 266 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 むくどりこども園 緑区下九沢454 135 109 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 おおのだい 南区大野台4-3-20 99 104 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 清水こども園 中央区田名2166-2 114 119 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 まつがえこども園 南区松が枝町10-14 103 88 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 むくどり風の丘こども園 緑区下九沢1558-14 105 86 

幼保連携型 民間 認定こども園 きらきら＊ 緑区下九沢1520-1 109 106 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 第二ふたば園 中央区南橋本1-2-17 66 62 

幼保連携型 民間 ふちのべ美邦こども園 中央区共和1-4-3 135 145 

幼保連携型 民間 相武台新日本こども園 南区相武台団地1-4-3 139 136 

幼保連携型 民間 横山台こども園 中央区横山台2-24-16 115 115 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 むくどり風の森こども園＊ 緑区大島11-147 186 106 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 東橋本ひまわりこども園 緑区東橋本4-14-36 135 99 

幼保連携型 民間 たけのうちこども園 中央区東淵野辺4-25-3 130 120 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 ひかりキッズ＊ 中央区鹿沼台2-12-15 78 65 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 橋本りんごこども園 緑区橋本1-12-25 199 177 

幼保連携型 民間 たいようこども園 南区豊町10-5 195 147 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 ひまわり第2こども園 緑区橋本4-18-19 93 97 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 みんなのとっぽこども園 緑区東橋本1-19-12 86 67 

幼保連携型 民間 相生こども園 中央区相生2-17-3 80 84 

幼保連携型 民間 古淵あおばこども園＊ 南区古淵1-5-3 119 126 

幼保連携型 民間 二本松こども園 緑区二本松2-30-30 135 136 

幼保連携型 民間 南橋本みたけこども園 中央区南橋本3-4-21 101 93 

幼保連携型 民間 西橋本みたけこども園 緑区西橋本2-20-12 65 65 

幼保連携型 民間 小町通みたけこども園 中央区小町通2-2-14 79 74 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 さいわいこども園 南区相模大野9-15-36 95 99 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 大沢幼稚園 緑区上九沢267 212 162 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 若松こども園 南区若松2-3-7 76 79 
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類型 区分 名称 所在地 定員数 児童数 

幼保連携型 民間 あらいそのこども園 南区新磯野3-22-15 109 91 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 YMCAオベリン保育園 中央区淵野辺3-5-41桜美林大学国際寮2階 69 66 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 太陽の子幼稚園 緑区原宿南3-6-10 167 139 

幼保連携型 民間 幼保連携型認定こども園 橋本幼稚園 緑区橋本6-14-1 185 143 

保育所型 民間 どんぐりこども園 中央区上溝4-15-20 83 72 

保育所型 民間 りとせ橋本こども園 緑区橋本6-22-8 69 73 

保育所型 民間 りとせ相模大野こども園 南区相模大野3-16-18 135 151 

保育所型 民間 ゆめいろこども園＊ 中央区相模原4-8-6ヴィラ相模原1 73 72 

保育所型 民間 認定こども園POKKAPOKKA INTERNATIONAL 中央区淵野辺本町4-1-17 75 52 

保育所型 民間 認定こども園POKKAPOKKA SAGAMIHARA 中央区相模原6-1-6 72 58 

保育所型 民間 認定こども園まあむきっず相模大野北口＊ 南区相模大野4-5-17 P101 87 73 

保育所型 民間 こひつじこども園＊ 中央区陽光台2-5-11 83 74 

保育所型 民間 認定こども園まあむキッズ大野なごみ＊ 南区相模大野6-9-26 93 74 

保育所型 民間 りとせ相模大野こども園in神奈中相模大野ビル 南区相模大野3-14-2神奈中相模大野ビル４階 69 85 

※ 児童数には管外受託児を含む。＊印は、分園を含む。 

※ 幼稚園型認定こども園については幼稚園のページ(市内幼稚園一覧表)に記載。 

認定こども園の推移                        (各年4月1日現在) 

区分 年 度 施設数 定 員 
入 所 児 童 数 

0歳 1～2歳 3歳以上 計 

幼保連携型 

令和6 43 6,148 251 1,548 3,713 5,512 

令和7 41 6,084 261 1,545 3,691 5,497 

令和8 43 6,062 229 1,507 3,591 5,327 

幼稚園型 

令和6 24 4,209 2 55 3,224 3,281 

令和7 25 4,223 4 68 3,296 3,368 

令和8 25 4,108 3 65 3,044 3,112 

保育所型 

令和6 7 570 31 172 335 538 

令和7 8 657 40 196 397 633 

令和8 10 839 47 248 489 784 

 

３３  地地域域型型保保育育事事業業  

（（１１））概概要要  

ア 小規模保育事業 

 少人数(定員6～19人)の0～2歳児を対象にきめ細やかな保育を行う。定員規模や職員配置などにより、 

A型、B型、C型に分類される。 

イ 事業所内保育事業 

 企業内の保育施設などで、従業員の子どものほか、地域の子どもの定員を設けて保育を行う。 

（（２２））設設置置状状況況                              (令和8年4月1日現在)  

区分 施設数 定 員 
入 所 児 童 数 

0歳 1～2歳 計 

 

小規模保育事業 

 

A型 27 474 65 364 429 

B型 10 172 15 105 120 

C型  0   0  0 0 0 

事業所内保育事業  2  45  5 43 48 
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４４  児児童童保保育育園園  

 地域における児童の福祉の増進に寄与するため、保育所に準じる施設として保育を実施した。 

 児童数減少のため、令和3年4月1日から当分の間休園としている。 

(令和8年4月1日現在) 

名称  所在地  定員  令和2年度児童数  備考  

鳥 屋  緑区鳥屋1365  50  2 令和3年4月1日から休園中 

 

５５  運運営営費費  

 子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、保育所・認定こども園・新制度に移行した幼稚園及び地域型保育

事業に共通する財政支援の仕組み(給付制度)が導入されたことに伴い、各施設に対して国基準(公定価格)に基

づく給付費を支給している。また、教育・保育の質の向上や児童・職員の処遇向上を図るため、給付費に加え

て市独自の助成を行っている。 

給付費等の支給状況(令和７年度決算額)                     (単位：千円) 

給付費(財源内訳) 市運営助成 

(一般財源) 国・県支出金 保育料 一般財源 合計 

18,095,502 751,218 6,474,372 25,321,092 2,891,567(繰り上げ) 

 

６６  特特別別保保育育事事業業 

 保護者の多様な保育ニーズに対応するため、保育所・認定こども園及び地域型保育事業所において、通常の

保育のほか様々な保育サービスを提供している。 

（（１１））乳乳児児保保育育 

 令和8年度は次のとおり、182園で乳児保育を実施している。 

・ 生後6週   1園  ・ 生後8週  167園  ・ 生後3ヶ月 2園  ・ 生後4ヶ月 7園 

・ 生後6ヶ月  5園   

（（２２））延延長長保保育育 

 保護者の就労形態の多様化や通勤時間の延長に対応するため、保育所・幼保連携型／幼稚園型／保育所型認

定こども園・地域型保育事業所において、通常の保育時間を超えて保育を実施している。(延長時間は施設に

より1～3時間) 

 実施施設：177園(公立19園、民間158園)(令和8年4月1日現在) 

（（３３））支支援援保保育育 

 保育所及び認定こども園での集団生活において、支援を必要とする子どもたちの成長と発達を目的と

し、一人ひとりの子どもたちの発達の状況にあわせた統合保育を実施している。 

支援保育対象児童数      (各年4月1日現在) 

年 度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

児童数 517 531 584 

（（４４））一一時時保保育育  

 保護者の就労、就学などの理由で家庭での保育が困難となった場合や、保護者の通院、冠婚葬祭などの理

由で緊急的に家庭での保育が困難となった場合に、保育所・認定こども園・小規模保育事業施設等で一時的に

お子さんをお預かりする一時保育を実施している。 

・ 実施園(令和7年度実績)民間：126園、公立：11園 

（（５５））子子育育てて広広場場事事業業  

 保育所及び認定こども園の専門的機能を活用して、地域の子育て家庭に対する育児支援を行う。 

・ 実施園(令和7年度実績)民間：117園、公立：16園 
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７７  施施設設整整備備等等にに対対すするる助助成成 

（（１１））施施設設整整備備費費補補助助金金  

 民間保育所等における保育環境の向上と充実を図るため、施設整備(創設、増改築、小規模修繕)に要する

費用の一部を補助している。 

・ 令和7年度補助金 172,718,000円 (5施設) 

（（２２））施施設設賃賃借借料料補補助助金金  

 賃借物件により施設を運営する事業者に対して施設賃借料の一部を補助している。 

・ 令和7年度補助金 275,519,000円 (70施設) 

 

８８  認認定定保保育育室室助助成成金金 

 保育需要の増大に伴い、市が定めた保育内容や施設などの基準を満たし、市の認定を受けた認可外保育施設

である認定保育室に入所している要保育児童に対し、適切な保育が図られるよう平成15年度から助成を行って

いる。 

（（１１））助助成成内内容容 

費    目            内         容 

基本保育助成費 

0歳児    1人当たり月額56,000円×各月初日在籍児童数 

1･2歳児   1人当たり月額30,000円×各月初日在籍児童数 

3歳以上児  1人当たり月額11,000円×各月初日在籍児童数 

保育環境改善費 月額10,000円×各月配置基準に応じた職員数 

嘱託医手当助成費 基本額17,900円＋(乳児加算・幼児加算)2,060円／月 

保険料助成費 
施設賠償責任保険200円／人・年  傷害保険2,900円／人・年  

嘱託医傷害保険7,250円／年 

保育料負担軽減助成費※ 0・1歳児 19,000円／人・月  2歳以上児17,000円／人・月 

兄弟姉妹入所助成費※ 
第2子   0・1歳児22,000円／人・月  2歳以上児20,000円／人・月 

第3子以降 3歳未満児26,000円／人・月  3歳以上児22,000円／人・月 

支援保育対象児童保育費 各月初日に在籍する支援保育対象児童1人につき 月額10,000円 

延長保育費 1時間につき 月額19,000円／施設(3時間限度) 

設備修繕費 工事額×1/2(助成対象工事額 上限150万円)(予算の範囲内) 

※ 施設等利用費の支給を受けられる場合には、原則として、助成しない。 

（（２２））認認定定保保育育室室のの状状況況とと助助成成状状況況  

年 度 施設数 
入所児童数 助成状況 

(各年4月1日) 助成対象延べ児童数 助成金額(円) 

令和5年度 14( 0) 301( 0) 3,653( 0) 139,505,040 

令和6年度 14( 0) 250( 0)  3,278( 0) 127,828,190 

令和7年度 14( 0) 261( 0)  3,172( 0) 116,293,240 

※ ( )内は市外助成施設分を再掲 

 

９９  認認可可外外保保育育施施設設支支援援事事業業  

 認可外保育施設に入所している児童についても処遇向上を図る必要があることから、健康や安全・衛生面で

の適切な保育水準を確保するために必要経費の一部を助成する(平成17年度から実施)｡ 

・ 令和7年度決算額 203,500円 
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（（１１））令令和和７７年年度度事事業業実実績績  

区  分 助成限度額 
対象人員

(延数) 
対象施設数 負担割合 

入所児童健康診断受診料 1人1回当たり4,000円 101 3 

市2/3 

事業主 

1/3 

調理･調乳担当職員 

保菌検査料 

月額500円×4ヶ月 

サルモネラ･赤痢・Ｏ-157 
92 4 

月額300円×8ヶ月 

サルモネラ・赤痢菌 

施設賠償責任保険料 
施設の負担する損害賠償金

を対象とした保険料 
－ 6 

 

1100  ココミミュュニニテティィ保保育育  

 地域、家庭への子育て支援を進めるため、保育を通して親子の交流活動を行うコミュニティ保育グループに

助成する。 

・ 令和7年度コミュニティ保育推進事業補助金 584,000円(8グループ) 

 

1111  幼幼児児教教育育・・保保育育のの無無償償化化  

 就学前の3歳から5歳の子どもたちが、良質な幼児教育・保育の機会を得られるよう、現行の子ども・子育て

支援新制度の幼稚園、保育所、認定こども園等の利用者負担額を無償化するとともに、新制度の対象とならな

い幼稚園、認可外保育施設等の利用者への給付制度が令和元年10月から開始された。 

（（１１））対対象象者者・・対対象象範範囲囲                 (金額は月額。括弧内は令和8年10月1日以降の金額) 

 施設型給付園 

私学助成幼稚園 認可外 

保育施設等※1 

認可保育所等・ 

認定こども園 
幼稚園・認定こども園 

保育※1 教育 預かり保育※1 教育 預かり保育※1 

3～5歳児 

クラス 
無償化 無償化 

支給上限額 

11,300円 

(12,300円) 

支給上限額 

25,700円 

(28,000円) 

支給上限額 

11,300円 

(12.300円) 

支給上限額 

37,000円 

(40,300円) 

市民税非課税世帯等

の0～2歳児 
無償化     

支給上限額 

42,000円 

(45,700円) 

満
3
歳
児
※
２ 

市民税 

課税世帯 
 無償化 

− 

(対象外) 

支給上限額 

25,700円 

(28,000円) 

− 

(対象外) 

− 

(対象外) 

市民税 

非課税世帯 
 無償化 

支給上限額 

16,300円 

(17,700円) 

支給上限額 

25,700円 

(28,000円) 

支給上限額 

16,300円 

(17,700円) 

 

※1 保育の必要性の認定が必要 

※2 満3歳児は、3歳の誕生日から最初の3月31日までにある子ども 

（（２２））事事業業実実績績  

教育時間分 

支払年度 施設数 延べ人数 支払金額(円) 

令和5年度 45 16,851 432,269,268 

令和6年度 39 15,384 394,585,081 

令和7年度 32 5,058 129,587,667 
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預かり保育料分 

支払年度 施設数 延べ人数 支払金額(円) 

令和5年度 110 10,284 51,178,280 

令和6年度 109 10,674 54,548,015 

令和7年度 110 11,049 57,375,865 

認可外保育施設利用分 

支払年度 施設数 延べ人数 支払金額(円) 

令和5年度 42 3,339 119,350,340 

令和6年度 42 3,238 117,164,696 

令和7年度 39 3,288 117,199,334 

 

1122  多多様様なな集集団団活活動動利利用用支支援援事事業業  

 幼児教育・保育の無償化の対象外となっている、幼稚園に該当しない類似施設、各種学校などに通う児童の

保育料を補助している。 

事業実績  

支払年度 施設数 延べ人数 支払金額(円) 

令和7年度 5 416 8,320,000 

 

1133  乳乳児児等等通通園園支支援援事事業業（（ここどどもも誰誰ででもも通通園園事事業業））  

  保育所等に通っていない0歳6ヶ月から満3歳未満の子どもを対象に、現行の幼児教育・保育給付に加え、月

一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付である

｢こども誰でも通園制度｣による通園支援を実施する。 

・ 実施園(令和7年度実績)民間：32園、公立：6園 

 

1144  ささががみみははらら休休日日一一時時保保育育事事業業  

 ｢休日保育｣と｢休日一時保育｣の利用区分を設定し、日曜日・祝日(12月29日～1月3日除く)に就学前の子ども

を預かる事業を実施している。 

・ 実施園(令和7年度実績)民間：3園 
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幼幼 稚稚 園園  
１１  私私立立幼幼稚稚園園児児（（幼幼稚稚園園型型認認定定ここどどもも園園含含むむ））     (各年5月1日現在) 

年 園数 3歳 4歳 5歳 計 

令和5年 41 1,850 1,977 2,226 6,053 

令和6年 40 1,657 1,862 1,979 5,498 

令和7年 40 1,658 1,675 1,861 5,194 

※ 神奈川県学校基本調査に基づき作成 

 

２２  私私立立幼幼稚稚園園教教育育振振興興事事業業補補助助  

 市内の私立幼稚園(新制度に移行した園を除く)に対し、幼稚園教育の振興及び教育条件の維持改善を図るた

め、昭和59年度から補助を実施している。 

 (令和7年度実績) 

園  数 園 児 数 学 級 数 補 助 額 

4園 297人 18学級 2,331千円 

 

３３  市市内内幼幼稚稚園園一一覧覧表表                             (令和8年4月1日現在)  

幼稚園名 所在地 幼稚園名 所在地 

新 町 ○ 緑区相原1-20-5 渕 野 辺 ひ ば り ○ 中央区淵野辺4-31-7 

大 沢 第 二 ○ 緑区大島1304-2 た け の う ち 〇 中央区東淵野辺4-23-20 

相 模 原 み ど り 緑区東橋本2-32-22 大 野 文 化 〇 南区大野台5-1-11 

あ か ね ○ 中央区下九沢964 相 模 ひ ま わ り 〇 南区東大沼2-7-6 

小 山 白 ゆ り ○ 中央区宮下本町3-4-12 相 模 す ぎ の こ 〇 南区古淵3-26-19 

清 心 中央区清新3-14-16 う の も り 〇 南区鵜野森2-11-1 

て る て ○ 緑区下九沢441-1 誠 心 第 一 南区西大沼5-13-17 

田 名 ○ 中央区水郷田名1-16-3 谷 口 南区上鶴間本町4-33-49 

上 田 名 中央区田名5266-1 南 大 野 ○ 南区上鶴間1-3-1 

よ こ や ま ○ 中央区横山台2-10-8 林 間 の ぞ み 南区東林間6-5-2 

み ず ほ ○ 中央区上溝7-31-4 相 模 翠 ヶ 丘 南区相南2-25-65 

け や き の 子 中央区上溝382-3 豊 泉 南区相模台2-9-4 

星 が 丘 ○ 中央区星が丘3-5-10 相 武 台 中 央 南区相武台団地2-3-6 

中 央 ○ 中央区光が丘2-24-1 つ く し の 〇 南区新磯野3-22-16 

相模原高等学校付属光明〇 南区当麻870-6 誠 心 第 二 南区相模台6-30-12 

誠 心 相 陽 南区磯部1648 さ が み ひ か り 〇 南区麻溝台5-11-6 

虹 ヶ 丘 中央区陽光台6-3-2 ば ら の 花 緑区中野1366 

弥 生 中央区富士見3-12-19 津 久 井 ヶ 丘 ○ 緑区長竹838-1 

相 模 栄 光 ○ 中央区矢部3-11-13 城 山 わ か ば ○ 緑区若葉台6-5-14 

相 模 白 ゆ り ○ 中央区矢部4-1-20 
合 計 私立 40園 

相 模 つ ば さ ○ 中央区淵野辺2-22-7 

※ 園名の末尾に○がある施設は幼稚園型認定こども園として運営 

 

【【保保育育課課】】  
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子子 育育 てて 給給 付付  
１１  児児童童へへのの手手当当  

（（１１））児児童童手手当当・・特特例例給給付付  

 児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、

次代の社会を担う児童の健やかな成長に資する。 

ア 支給額 

○令和6年10月支給分まで 

年 齢 3歳未満 3歳から小学生 中学生 

月額(児童1人あたり) 15,000円 10,000円(第3子以降は15,000円) 10,000円 

※ 児童を養育している人の所得が所得制限限度額以上の場合は、特例給付として児童1人あたり月額 

一律5,000円を支給する。なお、所得上限限度額以上の所得の場合は、手当の受給資格が消滅する。 

※ 第3子以降とは、18歳に達する日以後の最初の3月31日までの養育している児童のうち、3目以降をいう。 

○令和6年12月支給分以降 

年 齢 3歳未満 3歳から高校生世代 

月額(児童1人あたり) 15,000円(第3子以降は30,000円) 10,000円(第3子以降は30,000円) 

※ 第3子以降とは、22歳に達する日以後の最初の3月31日までの養育している児童のうち、3番目以降をいう。 

※ 高校生世代とは、18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童をいう。 

イ 支給状況                      (各年度3月末日現在) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

受給資格者(人) 42,530 52,211 51,178 

金 額 (千 円 ) 9,224,140 10,476,735 13,340,010 

 

２２  ひひととりり親親家家庭庭等等へへのの手手当当  

（（１１））児児童童扶扶養養手手当当  

 父母の離婚、死亡などにより父又は母と生計を同じくしていない児童について手当を支給し、ひとり親家

庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉増進を図る。 

ア 支給額(令和8年4月分からの手当額) 

児童1人           ・全部支給 月額 48,050円・一部支給 月額 11,340～48,040円 

児童2人以上加算額(1人につき) ・全部支給 月額 11,350円・一部支給 月額 5,680～11,340円 

イ 受給資格者数                  (各年度3月末日現在) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

受給資格者数(人) 5,270 5,097 4,923 

手当受給者(人) 3,814 3,717 3,528 

支 給 総 額(円) 1,976,748,700 1,990,927,140 2,025,183,550 

 

３３  ひひととりり親親家家庭庭等等へへのの就就業業・・自自立立支支援援、、生生活活支支援援  

（（１１））自自立立支支援援教教育育訓訓練練給給付付金金  

 ひとり親家庭の母又は父が自主的に行う職業能力の開発を支援するため、指定の職業訓練修了後、給付金

を支給する。 

ア 支給額 

 対象講座の受講料の60％相当額(上限200,000円(雇用保険制度の専門実践教育訓練指定講座を受講する
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場合は400,000円×修業年数(上限4年))、下限12,000円) 

 雇用保険制度の専門実践教育訓練指定講座を受講する場合は、受講終了後1年以内に資格取得かつ就職

すると受講料の25％相当額を追加支給(上限200,000円×修業年数、下限12,000円) 

※ 雇用保険制度の教育訓練給付金の支給を受けることができる者は、上記の金額からその支給額を差し

引いた額を支給 

イ 給付件数 

 令和7年度 14件 看護学科、介護福祉士実務者研修、鍼灸学科、Webデザイナーコース、助産師学科、

登録販売者合格指導講座、医療事務講座医科コース等 

（（２２））高高等等職職業業訓訓練練促促進進給給付付金金等等  

 ひとり親家庭の母又は父の就職に有利となり、かつ生活の安定に資する資格の取得を促進するため、養成

機関での修業を要する期間(6か月以上)について高等職業訓練促進給付金及び高等職業訓練が修了した後に

訓練修了支援給付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にする。 

ア 対象資格 看護師、准看護師、介護福祉士、保育士、調理師、鍼灸師、美容師、作業療法士 等 

※民間資格を取得する場合は、雇用保険制度の教育訓練指定講座 

イ 促進給付金 

・支給額  非課税世帯 月額100,000円、課税世帯 月額70,500円 

(修学期間の最後の1年間はそれぞれ月額40,000円を増額) 

看護師、保育士、介護福祉士の資格取得を目指す場合は、以下を増額。 

・扶養する20歳未満の子が2人以下 月額 30,000円 

・扶養する20歳未満の子が3人以上 月額 50,000円 

・支給期間 修業を要する期間(上限4年)  

・給付件数 令和7年度 59件 

ウ 修了支援給付金 

・支給額  非課税世帯 50,000円、課税世帯 25,000円 

・支給時期 修了日以降          

・給付件数 令和7年度 31件  

（（３３））養養育育費費等等法法律律相相談談  

 離婚等に伴って生じる養育費をはじめとする諸問題について、弁護士による法律相談を実施することによ

り、ひとり親家庭等の生活の安定を図る。 

ア 相談日時等 各子育て支援センター 各月1回3人 午後1：30～2：10、2：20～3：00、3：10～3：50 

イ 相談実績  令和7年度 91人  

（（４４））公公正正証証書書等等作作成成支支援援補補助助金金  

 離婚前後の親の養育費の取決めに係る、公正証書等の債務名義作成を促進し、継続した履行確保を図る。 

ア 補助額  補助対象経費の全額(上限50千円) 

イ 支給実績 令和7年度 42件  

（（５５））養養育育費費保保証証促促進進補補助助金金  

 保証会社と養育費保証契約を締結した際の本人負担費用を補助することで、継続した履行確保を図る。 

ア 補助額  補助対象経費の全額(上限50千円) 

イ 支給実績 令和7年度 0人 
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（（６６））日日常常生生活活支支援援  

 ひとり親家庭等の生活の困難を、家庭生活支援員の派遣により解決を手助けし、福祉の増進に努める。 

ア 支援内容  食事や身の回りの世話、住居の清掃、生活必需品等の買い物等 

イ 支援実績  令和7年度 24人(71回) 

（（７７））学学習習支支援援  

 ひとり親家庭等の子どもが抱える特有の課題に対応し、貧困の連鎖を防止する観点から、中学生を対象に

基本的な生活習慣の習得、学習習慣の定着、苦手科目の克服、受験対策等を目的に家庭教師を派遣する。 

・ 令和7年度受講決定者  155人 内訳：中学3年生90人、中学2年生65人(途中辞退者含む) 

 派遣実施回数 延べ4,314回(90分／回) 内訳：訪問4,290回、オンライン24回 

（（８８））訪訪問問相相談談 

 ひとり親家庭等に寄り添いながら、個々の家庭の実情に合わせた支援を実施するため、ひとり親家庭の経

験者を派遣して相談に応じる。 

ア 相談内容 家計管理、子どものしつけ・進路、簡単な健康管理、キャリアアップ等の就業、恋愛・結婚

等の相談及び必要な助言や支援 

イ 相談実績 令和7年度 38人 

 

４４  母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付制制度度  

 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく母子福祉資金、父子福祉資金、寡婦福祉資金の貸付制度が利用さ

れている｡ 

資金貸付状況                                   (令和7年度) 

資金名 
母子福祉資金 父子福祉資金 寡婦福祉資金 合  計 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 

事業開始 0 0  0 0 0 0 0 0 

事業継続 0 0  0 0 0 0 0 0 

修  学 75 45,724,820  2 452,004 3 2,660,600 80 48,837,424 

技能習得 1 748,000  0 0 0 0 1 748,000 

修  業 3 2,112,000  0 0 0 0 3 2,112,000 

就職支度 0 0  0 0 0 0 0 0 

医療介護 0 0  0 0 0 0 0 0 

生  活 4 582,000  0 0 0 0 4 582,000 

住  宅 0 0  0 0 0 0 0 0 

転  宅 8 1,788,949  1 44,000 0 0 9 1,832,949 

就学支度 50 22,329,900  0 0 0 0 50 22,329,900 

結  婚 0 0  0 0 0 0 0 0 

合  計 141 73,285,669  3 496,004 3 2,660,600 147 76,442,273 

  

５５  ひひととりり親親家家庭庭相相談談  

（（１１））相相談談件件数数  

 ひとり親家庭に対する相談、指導、助言等を行い、自立の助長を図る。 

・ 令和7年度相談件数 1,871件(生活一般591件 児童6件 生活援護1,273件 その他1件) 

（（２２））相相談談窓窓口口  

 各子育て支援センターこども家庭相談員 
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６６  医医療療費費のの助助成成  

（（１１））ひひととりり親親家家庭庭等等医医療療費費のの助助成成  

 ひとり親家庭等の健康の保持及び生活の安定を図るため、主に次のいずれかに該当する人に対し、保険診

療における医療費の自己負担分を助成している(ただし、入院時食事代等を除く。所得制限有り)。 

ア ひとり親家庭の父又は母と児童 

イ 父又は母に重度の障害がある家庭の父又は母と児童 

ウ 養育者家庭(祖父母と孫等)の養育者と児童 

令和７年度ひとり親家庭等医療費助成状況 (医療証交付者数は令和７年度年間月平均人数) 

医療証交付者数(人) 助成件数 助成額(円) 1人当たり助成額(円) 

7,748 118,982 315,402,275 40,708 

（（２２））ここどどもも医医療療費費のの助助成成  

 子どもの健康の保持及び生活の安定を図るため、令和6年8月1日から対象年齢を高校生世代(18歳に到達し

た日以後の最初の3月31日まで)までに拡大の上、医療費を助成している。受給者は原則、0歳～高校生世代ま

での人で、次のとおり保険診療における医療費の自己負担分を助成している(ただし、入院時食事代等を除

く。高校生世代は養育者の所得制限あり)。 

助成の概要 

対象年齢 通院(診療等) 通院(調剤) 入院 

0歳～小学校6年生 全額助成 

全額助成 全額助成 中学校1年生～高校生世代※ 1回当たり500円を超える額を助成 

 市民税非課税 全額助成 

※ 高校生世代の所得制限額は、令和6年9月までの児童手当基準 

令和７年度こども医療費助成状況 (医療証交付者数は令和７年度年間月平均人数) 

医療証交付者数(人) 助成件数 助成額(円) 1人当たり助成額(円) 

84,865 1,335,926 2,723,019,707 32,086 
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